
【表紙】
 

【提出書類】 内部統制報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年６月25日

【会社名】 日本電産株式会社

【英訳名】 NIDEC CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 永守 重信

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役専務執行役員 吉松 加雄

【本店の所在の場所】 京都府京都市南区久世殿城町３３８番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

日本電産株式会社(E01975)

内部統制報告書

1/3



１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

代表取締役社長永守重信及び取締役専務執行役員吉松加雄は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に

責任を有しております。

当社は、財務報告に係る内部統制を、財務報告の信頼性及び米国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠した対外的な報告目的の財務諸表の作成に関する合理的な保証を提供するために整備及び運用してお

ります。

また、当社は、米国トレッドウェイ委員会支援組織委員会（The Committee of Sponsoring Organization of the

Treadway Commissions(COSO)）が公表した「内部統制の統合的枠組み（1992年版）」で確立された規準に基づいて

財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。

財務報告に係る内部統制は、内部統制固有の限界により、財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見できな

い可能性があります。また、将来に亘る有効性の評価を予測する場合には、状況の変化により統制が不適切となる

リスク又は方針や手続の遵守度が低下するリスクを伴います。

 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

当社は、当事業年度の末日（平成26年３月31日）を基準日として、財務報告に係る内部統制の有効性を評価しま

した。

評価の際には、財務諸表の重要な虚偽記載につながるリスクを特定し、全社的な内部統制の整備及び運用状況を

考慮したうえで、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を選定し、統制上の要点について内部統制

の構成要素が機能していることを評価しました。

当社は、当社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を、財務

報告に係る内部統制の評価範囲としました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、財務報告に対する金額的

及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部

統制の評価範囲を合理的に決定しました。重要な事業拠点を選定する際は、財務諸表の重要な虚偽記載につながる

リスクを勘案して、重要性の大きい特定の取引又は事象に関して評価対象としました。

 

 

３【評価結果に関する事項】

上記の評価手続を実施した結果、当事業年度の末日（平成26年３月31日）において、当社の財務報告に係る内部

統制は有効であると判断しました。
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４【付記事項】

 当社は、財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関する内閣府令第18条に従い、米

国サーベンス・オクスリー法第404条により要求されている内部統制の基準（以下「米国内部統制基準」）に基づき

財務報告に係る内部統制の評価及び報告を実施しました。当社及び連結子会社が採用している内部統制の評価及び

報告基準のうち、日本における財務報告に係る内部統制の評価及び報告基準（以下「日本内部統制基準」）と異な

る点で重要性のあるものは以下のとおりです。

 

(1) 評価基準

日本内部統制基準では、企業会計審議会から公表された「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準」

に基づいて財務報告に係る内部統制の評価を実施することが要求されておりますが、米国内部統制基準では要

求されておりません。

(2) 評価対象となる会社

日本内部統制基準では、当社及び連結子会社並びに持分法適用関連会社の財務報告に係る内部統制の有効性

の評価が要求されておりますが、米国内部統制基準では、当社及び連結子会社についての財務報告に係る内部

統制の有効性の評価が要求されております。

(3) 「財務報告」の範囲

日本内部統制基準では、財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼす開示事項等に係る対外的な信頼性を確保す

るための内部統制及び個別財務諸表に係る内部統制も、評価及び監査の対象となる財務報告に係る内部統制の

範囲に含まれますが、米国内部統制基準では、財務報告に係る内部統制の範囲に含まれておりません。

(4) 内部統制の枠組み

日本内部統制基準では、適用すべき内部統制の枠組みは、企業会計審議会から公表された「財務報告に係る

内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定につい

て（意見書）」に明記されております。米国内部統制基準では、適用すべき内部統制の枠組みは、特に限定さ

れておらず、当社では米国トレッドウェイ委員会支援組織委員会が公表した「内部統制の統合的枠組み」で確

立された規準に基づいて評価を実施しております。

 

５【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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